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値と概念（The Social Sciences-Concepts & Values）」やイングランドの「地
理研究 (Study Geography)」，またドイツ連邦共和国の「われわれの新しい世






































ラム地理 (KS3)』では，教育段階を四つに区切った各 Key stage (以下，KS)に
おいて子供に教えられるべき内容を示した学習プログラム (Programme of 
Study)と，各 KS の終わりに学習成果として大多数の子供に期待されている行
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表１－１ 2007 年版『ナショナル・カリキュラム地理 (KS3)』の鍵概念  
鍵概念  内容  
場所  
a 実際の場所の自然的・人文的特色の理解  











b 地理的思想の認識を発展させるための諸スケール間のつながり  
相互関係  
a 場所間における，社会的・経済的・環境的・政治的関係の探究  









































トセラーとなった中等地理テキストブック ”NEW KEY GEOGRAPHY”シリー
ズ (Nelson Thornes 社 )  (22)を手がかりとする。本シリーズは，11-14 歳を対象
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習する構成となっている 2006 年度版 ”NEW KEY GEOGRAPHY”シリーズ
（以下，本シリーズ）を分析対象 (23)として各単元の内容構成を明らかにす
る。本シリーズは，第一巻『基礎』Y7(11-12 歳 )，第二巻『関連』Y8(12-13




第１項 第一次産業 単元「農業」の内容構成  
第一次産業の単元「農業」における指導展開をまとめたのが表１－２であ
る。表１－２は，左から小単元名，主要な学習内容，事例（地）・位置及び地
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的 プ ロ セ ス







































































































































































































































































































































































































































































































































































- 31 - 
（28 をもとに筆者作成）  
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向（ 1990 年， 2000 年，


















































































































































を地図 C と D の数字に
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（29 をもとに筆者作成）  
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表１－６ イングランド中等地理テキストブック”NEW KEY GEOGRAPHY”シリ
ーズにおける「産業学習」カリキュラム編成  
 第一次産業  第二次産業  第三次産業  
世界像  
形成  
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ループにおいて示されている内容（ (3) 現代的な諸課題を踏まえた教育内容の
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のである。とりわけ，第三次産業に関する学習において特徴的にみられた持続
可能な社会の実現という視点で意志決定を迫る内容構成は，産業学習に限らず
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(31) 岩田一彦は，市民的資質の中核を合理的意志決定能力と捉えている。詳
しくは，前掲 (8), p.30. 
(32) 永田成文『市民性を育成する地理授業開発』風間書房 , 2013 年 , p.16. 
永田は，従前の社会科授業が社会認識の育成に偏り，公民的資質にかかわ
る実践的側面が弱いことを指摘している。  
(33) 前掲 (8), p.11. 
(34) 寺本潔「地理教育の内容」村山祐司編『21 世紀の地理』朝倉書店 , 2002
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るようになったと指摘している (33)。  
このような社会空間を所与のものと捉えず，発生，変化したり，互いに影響
を与えたりするものとして捉える研究は，1980 年以降，ハーヴェイ (Harvey, 
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人間の知覚，思考，行為を包摂した社会それ自体の空間性を捉え返すようにな
















































































空間」） (51 )が設定されている (表２－１ )。これら四つの空間概念は，地理学領
域における多様な発達段階に由来するものであり，四つの空間概念はドイツ地
理学がその発展過程において地域や社会を研究するために用いてきた研究方
法・手法でもある  (52)。  
 
表２－１ 四つの空間概念の由来と学習の視点  



































（53 より引用）  



































































































































































を 説 明 し な さ
い。  



























































































































































































































該当無し  該当無し  該当無し  該当無し  
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創る－』ミネルヴァ書房 , 2005年 . 
③  山根栄次『「経済のしくみ」がわかる社会科授業－経済思考力を子どもに育
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要領の改訂に関するワーキンググループの議論 (30)を具体化したものである。  
 































第１項 単元名 日本の水産業―魚の値段のヒミツとこれからの水産業―  
 









































  1)  大量の水産物を輸入することによって消費者には，安定供給・安価
購入･選択肢の拡大等が，政府には貿易国との友好関係の構築等の正の
影響がもたらされている  
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第３項 単元の展開（全１４時間）  
 
〈第一次〉 スーパーで販売されているマグロの値段が違う理由  
※下線部：主発問  T：教師  C：児童  




























































































































獲量 (208 万 t)の約 1/3 を
日本人が消費しているこ



























































































































































T：発問・指示す   
























違うからかな（ 4 名）。  
→「新鮮」，「新鮮でない」
等，新鮮さが違うからか
な（ 4 名）。  
→獲れるマグロの「大きさ」

























T：発問・指示す    





































T：発問・指示す   









ンナガマグロ… 420 円 (築
地市場 HP より， 2012 年





… 2300 円，赤身… 1500
円，かまトロ… 3150 円，
脳天（頭肉）… 630 円，
ほほ肉… 473 円 (黒門市場
HP より， 2012 年 10 月



































































































漁獲量 (2010 年 )による
と，クロマグロの漁獲量

















































































T：発問・指示す   




























グロ… 5694 万円 (269kg) 
(2012 年 1 月 5 日 )戸井ク
ロマグロ… 3249 万円
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〈第二次〉 わが国の水産業が抱える課題とその克服に向けた取り組み  
※下線部：主発問  T：教師  C：児童  










































































































量は 272 万 t，輸入額は 1
兆 3709 億円であった。  
 
 
→第 1 位  
→第 10 位等  
























































● “200 海里水域 ”とは何













































































































































































































































【知識 B-a】  
日本が大量の水産物を輸入しているのは，日本は世界第 6 位の水産物
消費国であり，現在の日本の漁獲量では足りないからである。また，






















































































































































































【知識 B-b】  
大量の水産物を外国から輸入することによって，政府，消費者，生産
者等に正負の両方の影響がもたらされている。  
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〈第三次〉 持続可能な水産業を実現するための方策  






































































































































 各時間に使用した授業コンテンツ及び配付資料は，次の通りである。  
 
 
































コ 1-5                  コ 1-6  
 























資 2-1 予想（仮説）集計シート 
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コ 3-5                        
 
 


































資 3-2 マグロの種類と値段 
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コ 4-1                                   コ  4-2 

















コ 4-5                  コ  4-6 
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コ 5-1                                   コ  5-2 

















コ 5-5                  コ  5-6 
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コ 6-1                                   コ  6-2 
 








コ 6-3                  コ  6-4 
 

















































資 6-2 戸井産クロマグロに高値がつけられる理由  
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コ 7-1                                   コ  7-2 
 






































資 7-2 日本が大量の水産物を輸入している理由  
 









コ 8-1                                   コ  8-2 







コ 8-3                   
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コ 9-1                                   コ  9-2 
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コ 10-1                                   コ 10-2 

















コ 10-5                 コ  10-6 
 




















資 10-1 輸入によってもたらされる負の影響 
 









コ 11-1                                   コ  11-2 









コ 11-3                  コ  11-4 









コ 11-5                 コ  11-6 
  
 


























資 11-1 予想（仮説）シート 
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資 12-2 持続可能な水産業を実現するための取り組み（政府）  
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コ 13・14-1                            コ  13・14-2 




































第１項 評価基準と評価問題  
 
表３－１ 設問と評価基準及び集計結果  































A： 13 名  
B：  3 名  
















A：  9 名  
B：  7 名  






























A： 17 名       























いる主な理由について， 1～ 2 つ程
度説明することができている。  
C：説明できない。  
A：  4 名  
B： 14 名  















A：  9 名  
B：  9 名  
C：  0 名  




























影響について， 1～ 2 程度説明する
ことができている。  
C：説明できない。  
A： 10 名  
B：  8 名  
















































ついて，  二割未満（各 0～ 1 程
度）の説明することができてい
る。   
A： 12 名  
B：  6 名  



























A： 18 名          







ことが示唆された。しかし，一割以上の子供が C の認識に留まった設問や，  
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第３項  考 察 
 ここでは上記の結果を踏まえ，設問 1・2・4 に該当する授業計画や授業実
践の分析を通して，授業改善の視点を導出する。  
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(5) 森分孝治『社会科授業構成の理論と方法』明治図書 ,  1978年 , p.2. 
(6) 岩田一彦編著『小学校産業学習の理論と授業』東京書籍 , 1991年 , pp.66-
76. 
(7) 前掲 (3), pp.18-32. 
(8) 草原和博「産業学習」日本社会科教育学会編『社会科教育事典』ぎょうせ
い , 2000年 , pp.118-119. 
(9) 前掲 (4), p.98. 





会科教育学会『社会科教育論叢』第46集 , 2007年 , pp.10-15. 
・中本和彦「小学校社会科・単元『日本の水産業』の教育内容開発」四天王
寺大学『四天王寺大学紀要』第50号 , 2010年 , pp.175-202. 
(12) 前掲 (6), p.18. 
(13) 岡﨑誠司『変動する社会の認識形成をめざす小学校社会科授業開発研究
―仮説吟味学習による社会科教育内容の改革―』風間書房 , 2009年 , pp.163-
251. 




図書 , 2006年 . 
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・文献 (1), pp.1-5. 
(16) デヴィッド・ハーヴェイ（吉原直樹監訳）『ポストモダニティの条件』青
木書店 , 1999年 .  
(17) アンソニー・ギデンズ（松尾精文・小幡正敏訳）『近代化とはいかなる時
代か？―モダニティの帰結』而立書房 , 1993年 . 
(18) 澤宗則「グローバル経済下のインドにおける空間の再構成：脱領域化と
再領域化に着目して」人文地理学会『人文地理』第 62巻第2号 , 2010年，  
pp.132-153. 
(19) 福田正弘「社会科教育とグローバル化」社会認識教育学会編『新  社会科
教育学ハンドブック』明治図書 , 2012年 , pp.59-66. 
(20) 寺本潔「地理教育の内容」村山祐司編『21世紀の地理』朝倉書店 , 2002
年 , pp.81-84. 
(21) 北川建次「地理学と地理教育―地域認識の在り方をめぐって―」全国社
会科教育学会『社会科研究』第30号 , 1982年 , p.45. 
(22) 前掲 (6), p.11. 
(23) 山崎孝史『政治・空間・場所  「政治の地理学」にむけて』ナカニシヤ出
版 , 2007年 , pp.79-96. 
(24) 前掲 (1), p.74. 
(25) 前掲 (1), p.70. 
(26) 前掲 (2), pp.68-81. 
(27) 勝川俊雄『漁業という日本の問題』NTT出版 , 2012年 .  
(28) 世界の漁獲量の推移は，1980年には約188.9万 tだったが，2010年には
433.7万 tと30年間で約2.3倍に増加している。詳しくは，水産庁「世界のま
ぐろ・かつお類の漁獲量の推移」 ,  2011年 . 
<URL> http://www.jfa.maff.go.jp/j/tuna/pdf/tuna03.pdf .  
(閲覧日：2011年9月18日 ) 
(29) 「持続可能な水産業」の概念に関しては ,文献 (27) を参考にした。  
(30) 社会・地理歴史・公民ワーキンググループ取りまとめ（案）によれば，
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地理歴史・公民ワーキンググループ取りまとめ（案）」教育課程部会  社会・
地理歴史・公民ワーキンググループ資料 7 を参照。  
<URL>http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/071/siryo/at
tach/1372443.htm (閲覧日：2016 年 11 月 20 日 ) 
(31) SMART Notebook に関しては， (株 )サカワの HP から無料でダウンロー
ドができる。<URL> http://www.sakawa.net/ebddwn.htm  
(閲覧日 2010 年 9 月 1 日 ) 
(32) 素朴概念の克服方法に関しては，山根栄次『「経済のしくみ」がわかる社
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全体像を科学的に見渡せるようになることが目標として掲げられている (6)  。  
現在では，観光庁や TOSS (7)が主体となって展開している観光立国教育 (8)，
さらに『小学校学習指導要領解説  社会編』 (9)に「観光」という文言が新たに
記載されたことにより，本格的に社会科教育の中で観光が取り上げられるよう
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ら，観光研究の成果を抽出 (22 )し，子供に獲得させたい知識を検討する。  
このような方法に基づいて研究成果を整理する理由は，観光研究が比較的新
しい学問であり，現時点において観光研究の成果を体系的に整理した研究が無
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表４―１ 観光研究の成果  





































































































文化建設（創出）  文化  







権力格差  政治  
経済格差  経済  











































































年 )して日光のことを紹介したり，鉄道の開通 (1890 年 )をはじめとする交通網
の整備や，その他ホテル建設等の社会資本が整ったりするにつれ，観光客の数
は一気に増加し，様々な影響がもたらされた。近年では，世界遺産登録や





る。2010 年 4 月に大勢の外国人観光客が見学に訪れたことにより，業務に支
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障が出るとして，一ヶ月間の見学中止の措置がとられる等，メディアでも盛ん
に取り上げられた話題の観光地でもある。人気の理由は，外国人観光客向けの
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〈第一次〉 築地市場や日光にたくさんの観光客が訪れる理由  
第一次は，「空間的プロセスを認識する段階」である。  
ここでは，「なぜ，築地市場は外国人観光客が注目する日本の観光名所ラン































































第１項 単元名 観光産業―人気観光地のヒミツと影響―  
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第３項 単元の展開（全１１時間）  
 
〈第一次〉 築地市場や日光にたくさんの観光客が訪れる理由  
※下線部：主発問  T：教師  C：子供  


















































































































→100 万人  
→1000 万人等  
■ 2011 年は，約 850 万人の
外国人が日本を訪れた





■第 1 位…築地市場，第 2
位…東京ディズニーラン
ド，第 3 位…ポケモンセ
ンター東京 (Trip Advisor 













地面積は，約 23 万 m 2 で
ある（東京ドーム約 5 個




2090t， 17 億 9 千円，青
果物では 1183t， 3 億 2 千
万円となっている。    
■築地市場には，今年 4 月




























































































































































































































































日本の観光名所ランキング (2008 年 )」で第 1 位になった。  
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〈第二次〉 観光地が抱える課題とその克服に向けた取り組み  
※下線部：主発問  T：教師  C：子供  




























































































































































































































































































































































及ぼす影響… (2)(3)(4)(6)  
→栃木県及び関東地方に及
ぼす影響… (1)  
→日本全体及び世界に及ぼ











































































































































































































C：予想し，調べ    
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〈第三次〉 持続可能な観光地を実現するための方策  
※下線部：主発問  T：教師  C：子供  









































































































































→外国人観光客（反対派）   
…わざわざマグロの競り   
を観に来たのに突然の見  
学禁止は困る。  
→評論家（反対派）…見学   
中止は観光立国政策に矛  
盾するのではないか。  




























































































































































































 各時間に使用した授業コンテンツ及び配付資料は，次の通りである。  
 



























































コ 1-11                 コ  1-12 


































コ 1-19                  コ 1-20 
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配付資料  
資 1-1 東京都中央卸売市場環境整備協会「築地市場概要」 ,2010 年 .（省略）  
 




































































コ 2-13                 コ 2-14 



















コ 2-17                 コ 2-18 
 
配付資料  
資 2-1 日光観光協会「日光観光案内」  （省略）  
資 2-2 池内信子編『るるぶ情報誌  日光那須鬼怒川塩原  ‘10』JTB パブリッ
シング , 2009 年 , pp.1-40. （省略）  
 









コ 3-1                  コ 3-2 





















































































































































資 3-2 世界遺産について  

































資 3-3 パワースポットについて  
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《第 4 時》  

































コ 4-7                  コ 4-8 


































コ 4-15                  コ 4-16 


































資 4-1 日光市の入れ込み客数（観光客数）  
















資 4-2 予想（仮説）シート  
 
 

















































コ 5-9                  コ 5-10 
 
































コ 5-17                 コ  5-18 
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資 5-1 中善寺湖について  
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コ 6-7                  コ 6-8 


































コ 6-15                 コ 6-16 
 





































































資 6-1 「中禅寺湖へ行こう！」  
















資 6-2 観光産業について  
 
 




















































コ 7-9                  コ 7-10 


































コ 7-17                  コ 7-18 



















































資 7-2 観光が与えるマイナスの影響  
 
 
















































コ 8-9                  コ 8-10 
 

















































































































































コ 10-9                 コ 10-10 
 

































資 10-2 築地市場が移転される理由  




































































資 11-1 築地移転に伴い江東区が観光地となることでもたらされる影響  








第１項 評価基準と評価問題  
 
表４－２ 設問と評価基準及び集計結果  
















































A： 15 名  
B：  8 名  
































A： 17 名  
B：  6 名  





























A： 14 名  
B：  8 名  
C：  2 名  





































































































教育－観光の発展を支える観光教育とは－』くるぷる , 2001 年 , p.13. 
(2) 玉村和彦「新しい観光の考え方」長谷政弘編著『観光学辞典』同文館 ,  




(3) 安村克己「観光と教育・福祉」前田勇編『現代観光総論  第 2 版』学文社 ,  
1998 年 , p.144. 
(4) 安村克巳「新らたな観光教育のあり方をめざして」徳久球雄・安村克己編
著『観光教育－観光の発展を支える観光教育とは－』くるぷる , 2001 年 , 
p.228. 
(5) 寺本潔・澤達大編著『観光教育への招待－社会科から地域人材育成まで
－』ミネルヴァ書房 ,  2016 年 .  
(6) 前掲 (4), p.226. 
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(7) TOSS とは，民間教育団体 Teacher's Organization of Skill Sharing の略
称。  
(8) 観光立国教育とは，観光庁が主体となって推進している教育事業である。
詳しくは，下記の観光立国教育 HP を参照。  
<URL>http://www.mlit.go.jp/common/000035749.pdf (閲覧日：2010 年 10
月 23 日 ) 
(9) 文部科学省『小学校学習指導要領解説  社会編』東洋館出版社 , 2008 年 . 
(10) 教科書に関しては，以下のものを分析した。  
・岩田一彦ほか編著『新しい社会  3・4 下』東京書籍 , 2010 年 , pp.84-128. 
・岩田一彦ほか編著『新しい社会  5 下』東京書籍 , 2010 年 , pp.28-47. 
・清水毅四郎ほか編著『小学社会  3・4 下』日本文教出版 , 2010 年 , pp.102-
138. 
・清水毅四郎ほか編著『小学社会  5 下』日本文教出版 ,  2010 年 , pp.28-69. 
(11) 例えば，以下の実践が挙げられる。  
・松浦恵「大阪府の人びとのくらし」大阪教育大学附属池田小学校 (HP 版 ), 
2010 年 .  
・筬島俊宏「さまざまな自然とくらし」熊本市教育センター (HP 版 ),  
2006 年 .  
(12) 前掲 (8). 
(13) 勇眞「『観光立国』への戦略」日本教育技術学会『 IT 時代教育技術を伝
承するシステムを作る』2007 年 , pp.24-25. 
(14) 山下文廣「『日本を伝えよう』観光を通した日本のよさの発見と発信」第
9 回まちづくり教育シンポジウム配布資料 ,  2007 年 .  
(15) 国連世界観光機関（UNWTO）が 2016 年 1 月 18 日に発表した「世界観
光指標（World Tourism Barometer）」によると，2015 年の国際観光客到着
数（宿泊者数）は前年比 4.4％増の 11 億 8400 万人で過去最高となった。  
<URL>https://www.travelvoice.jp/20160120-59330 (閲覧日：2016 年 2 月
20 日 ) 
(16) 安村克巳「観光の理論的探究をめぐる観光まなざし論の意義と限界」遠
藤英樹・堀野正人編著『「観光のまなざし」の転回－越境する観光学』春風
社 , 2004 年 , pp.8-9. 
(17) 前掲 (4), pp.229-230. 
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(18) 安村克己『社会学で読み解く観光－新時代をつくる社会現象』学文
社 ,2001 年 , p.16. 
(19) 塩田正志「観光学の研究対象と研究方法」塩田正志・長谷政弘編著『観












(23) 安村克己「観光の歴史」岡本伸之編『観光学入門』有斐閣アルマ , 2001
年 , pp.39-40. 
(24) 神田孝治「観光の空間について考える」神田孝治編著『観光の空間』ナ
カニシヤ出版 , 2009 年 , pp.3-4. 
(25) 同上 ,  p.3. 
(26) 森正人「ツーリズム空間の形成」人文地理学会編『人文地理学事典』 ,  
丸善出版 , 2013 年 , pp.537.  




 ・遠藤英樹・堀野正人編著『「観光のまなざし」の転回－越境する観光学』  
春風社 , 2004 年 . 
 ・神田孝治編『観光の空間』ナカニシヤ出版 , 2009 年 . 
 ・神田孝治「ツーリズムの地理学」人文地理学会編『人文地理学事典』丸善
出版 , 2013 年 , p.533. 
(29) 山本祥弘「まなざしが社会を変える」現代位相研究所編『本当にわかる
社会学』日本実業出版社 , 2010 年 , pp.170-171. 
- 189 - 
(30) 遠藤英樹「観光空間・知覚・メディアをめぐる新たな社会理論への転
回」遠藤英樹・堀野正人編著『「観光のまなざし」の転回』春風社 , 2004 年 , 
p.84. 
(31) アンリ・ルフェーヴル（斉藤日出治訳）『空間の生産』青木書店 , 2000
年 , pp.75-83. 
(32) 構成（構築）主義については，以下の文献に詳しい。  
・上野千鶴子編『構築主義とは何か』勁草書房 , 2001 年 . 
・ケネス･J. ガ－ゲン（東村知子訳）『あなたへの社会構成主義』ナカニシ
ヤ出版 , 2004 年 . 
(33) 詳しくは以下の HP を参照。  
<URL>http://mainichi.jp/articles/20160326/ddl/k09/020/034000c  
 (閲覧日：2010 年 9 月 1 日 ) 
(34) 福田和美『日光避暑地物語』平凡社 ,  1996 年 , pp.6-24. 
(35) Howard Curtis, Barbara Beeby, Elsie Pichel -Juan, and Simon Knight, 
eds., The Green Guide JAPAN, Michelin, 2010 年 . 
(36) Trip Advisor とは会員 1000 万人の世界最大のオンライン旅行口コミサイ
トである。  
(37) 福田和美『日光鱒釣紳士物語』山と渓谷社 , 1999 年 , pp.6-37.  
(38) SMART Notebook に関しては， (株 )サカワの HP から無料でダウンロー
ドができる。<URL> http://www.sakawa.net/ebddwn.htm 
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第３項 単元の展開（全１２時間）  
 
〈第一次〉 筑西市関城地区で梨栽培が盛んな理由  
※下線部：主発問  T：教師  C：子供  
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〈第二次〉 梨農家が抱える課題とその克服に向けた他地域の取り組み  
※下線部：主発問  T：教師  C：子供  
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〈第三次〉 持続可能な梨栽培を実現するための方策  
※下線部：主発問  T：教師  C：子供  





















































































































































































































































































































































































































































































年 , p.34.  
②農林水産省HP 茨城県筑西市基本データ「農畜産物の生産状況」  
③林琢也ほか「首都圏におけるナシ栽培の存立条件―筑西市関城地域舟生集落
を事例に―」筑波大学人文地理学・地誌学研究会『地域研究年報』第30号 , 
2008年 , pp.33-68. 




⑧前掲① , pp.40-41. 
⑨現地農家へのインタビュー情報  








⑳生源寺眞一『日本農業の真実』筑摩書房 ,  2011年 .  
㉑宮地忠幸「改正生産緑地制度下における都市農業の動態―東京都を事例とし





㉔上田祥子編『農業ビジネスマガジン』Vol.3, 2013年 , イカロス出版 .  
㉕同上 .  
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【註】  
(1) 文部科学省『小学校学習指導要領解説  社会編』東洋館出版 ,  2006 年 ,  
p.18-28. 
(2) 同上書 , pp.26-27. 
(3) 社会・地理歴史・公民ワーキンググループ取りまとめ（案）によれば，次





7 を参照。  
<URL>http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/071/siryo/at
tach/1372443.htm (閲覧日：2016 年 11 月 20 日 ) 
(4) 同上 .  
(5) 中央教育審議会初等中等教育分科会教育課程部会『次期学習指導要領
等に向けたこれまでの審議のまとめ―初等中等教育における当面の教育
課程及び指導の充実・改善方策について』文部科学省 , 2016 年 , p.155.  
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